
担い⼿への農地集積の伸び悩み遊 休 農 地 の 増 加

【課題解決に向けた⽅向性】
・ 市町や市町農業委員会等の地域活動をサポートし、地域において課題を解決する後押しが必要
・ 農業の基盤となる農地と農業者の維持・確保については、地域全体の課題として捉えて、地域が⼀体となった取組みが必要

＜主な構造的要因＞
○ ⾏政ニーズが多様化する⼀⽅、農地の利⽤調整を⾏う市町や
市町農業委員会事務局の⼈員は減少し、事務負担が増加

・ R3市町農業部⾨職員数:263名(10年前から１割減)
○ 県農地関係課が複数にまたがることによる市町への指導不⾜

・ 農政課︓農業振興地域整備計画制度の運⽤、農地転⽤等の許可
・ 農業経営課︓遊休農地対策･⾮農地化、農地中間管理事業

＜主な構造的要因＞
○ 農業者の⾼齢化に伴う、担い⼿数の伸び悩み

・ R3認定農業者数:1,702⼈(15年前から1,700⼈前後で推移)
○ 兼業農家の総農業数に占める割合の⾼さ

・ 兼業農家⽐率:81.5％(H27農業センサス)
○ 狭⼩な農地や特殊な⽔利慣⾏といった本県特有の事情

・ ⼀⼾あたりの耕地⾯積:1.0ha(全国42位︓R2農業センサス)
・ R3基盤整備率:39％(全国67%)
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○ 農業者の減少・⾼齢化に伴い、遊休農地が増加 ⇒ 遊休農地の耕地⾯積に占める割合︓全国ワースト５位(R2)
○ 核となる担い⼿への農地の集積・集約化の伸び悩み ⇒ 全国平均(58.9％)を下回る状況(R3)

＜遊休農地の耕地
⾯積に占める割合＞

1 東京都:32.2％
2 ⻑崎県:26.9％
3 愛媛県:22.2％
4 ⼭梨県:22.2％
5 ⾹川県:20.1％

全国平均: 6.1％
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・ R2遊休農地⾯積:7,488ha
再⽣が可能:1,057ha(14％)
再⽣が困難:6,432ha(86％)

※ 再⽣が困難な農地のシェアは、
８割を超える



① 農業経営基盤強化促進法の改正
(令和４年5⽉成⽴)

・ 市町において、将来の農地利⽤の姿を
明確化する『地域計画』の策定を法定化

② 農⼭漁村活性化法の改正(同上)
・ 受け⼿のいない農地の保全等を推進

将来の農地最適利⽤の検討
市町が⾏う地域計画の策定等に向けた下記取組みを⽀援
① 『地域計画』を含む農地最適利⽤の検討(エリア設定)
② 農地保全等区域の粗放的利⽤の検討
③ 遊休農地の再⽣利⽤の検討
④ 基盤整備事業の活⽤検討
⑤ 遊休農地の⾮農地化(林地化等)の検討 等

農地最適利⽤の実現に向けた⽀援
農地最適利⽤の実現性を⾼めるためのモデ

ル的な取組みを⽀援
① 農業者等の協議の活発化
② 農地の簡易な基盤整備(再⽣･利活⽤)
③ 省⼒化技術の実証
④ ⾮農地化の促進

地域計画の実現に向けた基盤整備の⽀援

○ 農地として維持することが困難な⼟
地について、省⼒的かつ簡易な⼿法に
よる粗放的利⽤
(景観作物の栽培、
⿃獣緩衝帯、⾮農
地化など)を推進

○ 将来の農地利⽤の姿を明確化した『地域計画』を策定
※施⾏から２年以内(R7.3.31を予定)策定

【農地の集積･集約化のイメージ】

(詳細は、次ページ以降)
① 市町ごとに、県が主導し、農地マネジメントを⾏う推進チームを設置
② 農地の最適利⽤に係るマネジメントを推進し、モデル的な取組みとその横展開を⽀援

『地域計画』の実現を促進するため、基盤整備やパイプライン、暗渠排
⽔等の整備を⽀援

○ 地域での協議を通して、農地の農業利⽤・保全等を計画的に進め、適切な利⽤を確保するなど、農地の最適利⽤の実現に向けた
農地マネジメントを推進するため、県が⼈材やノウハウ等を活⽤して、市町を伴⾛型⽀援

農 地 最 適 利 ⽤ ≠ 担 い ⼿ の 農 地 の 集 積･集 約 化 ＋ 担 い ⼿ ほ か の 粗 放 的 利 ⽤ 等



<事業のポイント>
⾹川県農業・農村基本計画に基づき、多様な担い⼿による地域農業の維持と農村の活性化を後押しするため、改正農業経営基盤

強化促進法によって法定化された「地域計画(⼈・農地プラン)」の策定⽀援を含む地域における農地の最適利⽤の実現に向けた農地
マネジメントを推進するとともに、農地の最適利⽤のためのモデル的な取組みを⽀援

1. 地域計画策定等⽀援事業 10,000千円
○ 市町及び市町農業委員会が⾏う農業利⽤区域における『地域計画』策定等に向け

た下記取組みを⽀援する。
① 地域での話合い(農地維持の⽅向性検討のほか、⽔稲など作物⽣産検討、基盤整備事業

の要否検討等も含む)の実施・取りまとめ
② 将来の集積・集約化に重点を置いた農業利⽤区域における「⽬標地図」の検討･作成
③ 『地域計画』の取りまとめ・公告・周知

○ 市町が設定した「モデル地区」※において、「市町農地マネジメント推進チーム」による
農地の最適利⽤の実現に向けた農地マネジメントを推進する。

※ 各市町において、原則１モデル地区(複数集落でも可)を設定するよう働きかける。
○ 『地域計画』策定等を含む農地の最適利⽤に関するマネジメントの重要性・必要性

について普及啓発等を実施する。
注) 国補「地域計画策定推進緊急対策事業」を活⽤

2. 農地最適利⽤実現モデル事業 30,000千円
農地の有効利⽤や低コストによる農地保全に意欲的に取り組む地域の活動を後押し

するため、「モデル地区」を対象に、地域のニーズに合った簡易な基盤整備や景観・緑肥
作物の栽培や⿃獣緩衝帯としての活⽤などの低コストによる粗放的管理に係るモデル的
な取組みを⽀援する。 (1モデル地区あたり︓上限2,000千円)

① 農地の粗放的管理を効率的かつ低コストで⾏うための農業機械・施設(雑草の刈払のため
の機械等)の導⼊や環境整備(条件整備(耕起や除草剤散布を含む)、農機具収納倉庫・
簡易トイレ等の整備)

② 農地の粗放的管理に必要となる景観・緑肥作物等の種苗代、⿃獣緩衝帯機能を有する
計画的な植林のための苗代、肥料代、農業⽤機械リース代等、⽣産性検証に必要な管理
経費 (上限20千円/件)

③ 再⽣利⽤が困難な農地の⾮農地化に係る事務⼿続きに要する経費 (上限20千円/件)
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モデル地区の成果の横展開による本県農業･農村の持続的発展

【地域での話合い】

【粗放的管理のための条件整備】

【景観・緑肥作物の栽培実証】

【⽬標地図のイメージ】

【⿃獣緩衝帯の整備】

【省⼒化機械の導⼊】

市町 １の事業

市町 ２の事業①︓1/2
②③︓定額県
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業
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市町ごとに、県(農業改良普及センター)が主導して推進
チームを設置し、農地マネジメントを推進

加えて、市町や市町農業委員会に農地マネジメントのノウハウを
蓄積し、市町等のマネジメント⼒の向上を促進 ⇒ 横展開へ

相互連携相互連携

農地政策に関わる関係機関が連携し、市町農地マネジ
メント推進チームの取組みの推進に関する調整等を実施

農地中間管理事業全般

県農地機構

農業改良普及センター:
周知・助⾔(伴⾛⽀援)

県

⼟地改良課・農村整備課・
⼟地改良事務所

農業経営課:
関係政策全般

地域計画の策定

市町

地域計画の策定⽀援

農地(遊休農地等)の
状況把握・⾮農地判断等

農業委員会

農業委員会への指導・助⾔

県農業会議

機構と連携した農地調整

ＪＡ

農業⽣産流通課:
⽣産作物の調整

最適な農地利⽤のマネジメントの実現に向け、他のモデルとなるよう⾃ら取り組む地域を選定 ⽬標:15地区以上

出所：⾹川県農業経営課

•農業振興地域整備計画制度の運⽤
•農 地 転 ⽤ 等 の 許 可農政課

•遊 休 農 地 対 策･⾮ 農 地 化
•農 地 中 間 管 理 事 業農業経営課

○ ２課にわたる農地政策に係る体制を再編して、市町や市町農業委員会
に対する窓⼝を統合⼀本化

○ ⾯的な農地最適利⽤調整の成果を地域の⼟地利⽤計画(農業振興地
域整備計画等)に反映させるなど、総合的な指導ができるよう体制を強化

県⼟連

⼟地改良区への指導・助⾔



① ⼟地改良区や⽔利関係、基盤整備等に関する情報提供
② 多⾯的機能⽀払交付⾦に関する情報提供
③ ⼟地改良区との連絡調整

① ⼟地改良事業･施設改修の計画
② ⼟地改良施設の整備状況に関する情報提供
③ ⼟地改良区との連絡調整

① 地域外の農地の受け⼿の意向把握･情報提供
② 農地の集積･集約化への調整活動
③ 農地中間管理事業による利⽤権設定

① 組合員の経営意向の把握･提供
② 農地の出し⼿･受け⼿の意向把握･情報提供
③ 組合員への情報提供

① ⽬標地図の素案の作成主体
② 農地の出し⼿･受け⼿の意向把握･情報提供
③ 遊休農地の把握･情報提供

1) トップは、企画振興部⾨主席を兼務する「次⻑」とする
2) 各市町農地マネジメント推進チームごとに、担い⼿･農地マネジメント部⾨の担当者を窓⼝に設定

次⻑ 担い⼿･農地マネジメント部⾨ 【主席:総括】 各市町のモデル地区の窓⼝は同部⾨の各担当者が担う
集落営農･農畜産部⾨ 【主席:部⾨総括】 モデル地区の実態により、各担当が参加

園芸部⾨ 【主席:部⾨総括】 モデル地区の実態により、各担当が参加

① 「市町農地マネジメント推進チーム」の運営及び進⾏管理
② 「モデル地区」での地域の取組みに対する⽀援活動の実施

(「地域計画」の策定⽀援、市町における農地マネジメントの
推進に係る伴⾛⽀援)

適
宜
開
催

① 地域計画の策定主体
② 協議の場の運営
③ 新規就農者や後継者などの情報提供



年度 令和５年度
(１年⽬)

令和６年度
(２年⽬)

令和７年度
(３年⽬)

令和８年度
(４年⽬)

令和９年度
以降

(５年⽬…)

年度
⽬標

地域計画の検討･策定等の取組み(第１フェーズ) 地域計画等の実現に向けた
継続的な取組み(第2フェーズ)

・地域計画の素案作成
・より良い地域計画づくりのための具体的
な⾏動

・地域計画の策定
・より良い地域計画
づくりのための具体
的な⾏動

・地域計画等の実践
・地域計画の⾒直し

モデル
地区
での
取組
内容

(推進チームが
伴⾛⽀援)

・協議の場の設置
・課題の共通化
①農業の将来の在り⽅
②農業利⽤･農地保全等区域の設定
③将来の農地最適利⽤の検討
④地域計画(⽬標地図も含む)の素案
の作成 ほか

・協議の場で同左の
取組みを継続
・地域計画(⽬標地
図も含む)の策定

・第２フェーズを⽀援する
ための新たなモデル地区を
設定
・地域計画等に基づく農
地の最適利⽤の実践
・必要に応じて地域計画
の⾒直し

県補助
事業
の活⽤

・より良い地域計画づくりのための具体的
な⾏動に対する⽀援
①農地の最適利⽤のための基盤整備や
農業機械等の導⼊に対する⽀援
②農地保全等区域の粗放的管理に
対する⽀援
③遊休農地の利活⽤に対する⽀援
④遊休農地の⾮農地化に対する⽀援

・新たなモデル地区での地
域計画等の実践に向けた
⽀援
※①〜④は共通

他地域
への
横展開

(市町主体)

・モデル地区での取組みと同時並⾏
して、地域計画の検討･策定等の取組
みを横展開 ・市町全域で地域

計画(⽬標地図も
含む)を策定

・同時並⾏で他地域へ
横展開
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↑県下一円に11万部発行するＪＡ香川県の
広報誌「きらり」と同時配布 (令和５年４月号)

↑地域計画に加
え、粗放的利用を
含めたマニュア
ルの作成･配布
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